
出所：財政制度等審議会財政制度分科会（2019年10月9日）財務省提出資料
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在職老齢年金制度見直しのイメージ

出所：財政制度分科会での財務省提出資料に山井事務所にて付記

廃止の場合：
約100万円/年・人、約8.3万円/月・人

基準額62万円への引上げの場合：
約54万円/年・人、約4.5万円/月・人

基準額55万円への引上げの場合：
約24万円/年・人、約2万円/月・人

廃止の場合：
約1.5万円/年・人、約1300円/月・人

基準額62万円への引上げの場合：
約8千円/年・人、約700円/月・人

基準額55万円への引上げの場合：
約4千円/年・人、約300円/月・人

低中所得者に対する年金給付の減額

高所得者に対する年金給付の増額

2019年10月30日 衆議院厚生労働委員会 山井和則（立国社） 配布資料
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出所：社会保障審議会年金部会（2019年10月9日）厚生労働省提出資料



出所：社会保障審議会年金部会（2019年10月9日）厚生労働省提出資料
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基準額を
55万円に引上げ

－

50.7％

－

▲0.1％

比例：24.5％
基礎：26.2％

2040年度：1,000億円

※上記は、山井事務所追記

出所：厚生労働省財政検証資料に山井事務所にて付記
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在職老齢年金制度見直しによる所得代替率への影響

出所：厚生労働省財政検証資料に山井事務所にて付記

厚生年金の所得代替率は、在老廃止で24.2％、基準額62万
円への引上げで24.4％、55万円への引上げで24.5％

厚生年金額は、在老廃止で▲約1500円（年約1.8万円）、
基準額62万円への引上げで▲約700円（年約9千円）、
基準額55万円への引上げで▲約400円（年約4千円）
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高在老の基準額引上げ・廃止の影響
厚生老齢年金受給権者数 2,701万人

65歳以上の在職受給権者 248万人

65歳以上の在職停止（全部・一部）者数 41万人

対受給権者割合 1.5％

対65歳以上の在職受給権者割合 16.5％

基準額62万円引上げの場合の
65歳以上の在職停止（全部・一部）者数

23万人

対受給権者割合 0.9％

対65歳以上の在職受給権者割合 9.3％

高在老廃止に必要な財源 4,100億円

高在老廃止による
増額対象者１人当たり増加額（年） 100万円

高在老廃止による
増額対象者１人当たり増加額（月） 8.3万円

高在老廃止による
受給者１人当たり減少額（年） 1.5万円

高在老廃止による
受給者１人当たり減少額（月） 約1,300円

高在老基準額引上げ必要な財源 2,200億円

高在老基準額引上げによる
増額対象者１人当たり増加額（年） 53.7万円

高在老基準額引上げによる
増額対象者１人当たり増加額（月） 4.5万円

高在老基準額引上げによる
受給者１人当たり減少額（年） 8千円

高在老基準額引上げによる
受給者１人当たり減少額（月） 約700円

基準額引上げで全額支給となる人数 18万人

基準額引上げで一部支給となる人数 最大23万人

出所：厚生労働省資料を基に山井和則事務所

※高在労の廃止もしくは基準額の引上げによる受給者全体の減
額は、2025年度の厚生年金のマクロ経済スライド終了後に適
用されるので、減少額の数値は現在の受給権者数を機械的に
当てはめたもの

※基準額62万円引上げ時の一部支給となる人数（最大23万人）
は、厚生労働省へのヒアリングに基づき設定

基準額引上げで支給増となる人数 最大41万人

パネル写し
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高在老の適用対象となる収入階級

現在の年金額15万円の
一部支給対象

62万円引上げの
年金額15万円の
一部支給対象

基準額62万円の引上げで、高所得者含め
ほとんどが支給対象になる

年金額10万円の
一部支給対象

年金額10万円の
一部支給対象

出所：社会保障審議会年金部会（2019年10月9日）厚生労働省提出資料に山井事務所にて付記
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賃金収入額

年金額10万円のケースのイメージ

賃金収入72万円以上は
全額支給停止

年金収入ゼロ

基準額47万円の時の
年金額１０万円のグラフ

オプション試算での
高在老基準額62万円

現在の高在老基準額
47万円

基準額62万円の時の
年金額10万円のグラフ

（96）

（66）

（56）

（46）

（36）

（26）

（16）

（86）

（76）

（106）

※括弧内は、基礎年金部分６万円を想定し加算した額

出所：厚生労働省財政検証資料を基に山井事務所にて作成
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収入額合計

賃金収入額

年金額15万円のケースのイメージ

賃金収入77万円以上は
全額支給停止

年金額が大きくなると、より賃金収入額の高
い人にまで年金が支給され、基準額増加に
よる財政負担も大きくなる。

年金収入ゼロ

現在の高在老基準額
47万円

基準額62万円の時の
年金額１５万円のグラフ

基準額47万円の時の
年金額１５万円のグラフ

年金額が大きいほど
一部支給停止が始まる賃金が低い

オプション試算での
高在老基準額62万円

（96）

（66）

（56）

（46）

（36）

（26）

（16）

（86）

（76）

（106）

※括弧内は、基礎年金部分６万円を想定し加算した額

出所：厚生労働省財政検証資料を基に山井事務所にて作成
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単身・基礎年金のみ年金給付
ケース 給付額

Ⅰ 6.5万円→6.8万円

～2046年度の物価上昇率,162.3%

2019年度比で+3.8%

Ⅱ 6.5万円→6.6万円

～2046年度の物価上昇率,152.9%

2019年度比で+0.8%

Ⅲ 6.5万円→6.2万円

～2047年度の物価上昇率,144.7%

2019年度比で▲4.6%

Ⅳ 6.5万円→5.8万円

～2044年度の物価上昇率,127.2%

2019年度比で▲10.8%

Ⅴ 6.5万円→5.7万円

～2043年度の物価上昇率,120.7%

2019年度比で▲12.3%

Ⅵ 6.5万円→5.8万円

～2043年度の物価上昇率,115.8%

2019年度比で▲10.8%

ケース 給付額

Ⅰ 6.5万円→4.8万円

～2046年度の名目賃金上昇率,231.8%

2019年度比で▲26.7%

Ⅱ 6.5万円→4.7万円

～2046年度の名目賃金上昇率,212.3%

2019年度比で▲27.0%

Ⅲ 6.5万円→4.7万円

～2047年度の名目賃金上昇率,193.4%

2019年度比で▲28.1%

Ⅳ 6.5万円→4.8万円

～2044年度の名目賃金上昇率,155.3%

2019年度比で▲26.1%

Ⅴ 6.5万円→4.9万円

～2043年度の名目賃金上昇率,142.0%

2019年度比で▲24.8%

Ⅵ 6.5万円→5.3万円

～2043年度の名目賃金上昇率,128.9%

2019年度比で▲18.9%
※本試算は、所得代替率が50％を割らない前提の年度で行っている。 ※本試算は簡易的に行っており、数値は概数である。

6.5万円

4.8万円
6.8万円

2019年

2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2046年度所得代替率 26.7%

4.7万円

6.6万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2046年度所得代替率 26.6%

4.7万円

6.2万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2047年度所得代替率 26.2%

4.8万円

5.8万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2044年度所得代替率 26.9%

4.9万円

5.7万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2043年度所得代替率 27.4%

5.3万円

5.8万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2043年度所得代替率 29.6%

微増

微増

微減

激減

激減

激減

出所：厚生労働省財政検証資料を基に山井事務所にて作成
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夫婦モデル世帯の年金給付
ケース 給付額

Ⅰ 22万円→26.3万円

～2046年度の物価上昇率,162.3%

2019年度比で+19.5%

Ⅱ 22万円→25.3万円

～2046年度の物価上昇率,152.9%

2019年度比で+15.0%

Ⅲ 22万円→24.0万円

～2047年度の物価上昇率,144.7%

2019年度比で+9.1%

Ⅳ 22万円→21.5万円

～2044年度の物価上昇率,127.2%

2019年度比で▲2.3%

Ⅴ 22万円→20.7万円

～2043年度の物価上昇率,120.7%

2019年度比で▲5.9%

Ⅵ 22万円→19.6万円

～2043年度の物価上昇率,115.8%

2019年度比で▲10.9%

ケース 給付額

Ⅰ 22万円→18.5万円

～2046年度の名目賃金上昇率,231.8%

2019年度比で▲15.8%

Ⅱ 22万円→18.4万円

～2046年度の名目賃金上昇率,212.3%

2019年度比で▲16.3%

Ⅲ 22万円→18.1万円

～2047年度の名目賃金上昇率,193.4%

2019年度比で▲17.6%

Ⅳ 22万円→17.9万円

～2044年度の名目賃金上昇率,155.3%

2019年度比で▲18.9%

Ⅴ 22万円→17.9万円

～2043年度の名目賃金上昇率,142.0%

2019年度比で▲18.9%

Ⅵ 22万円→17.9万円

～2043年度の名目賃金上昇率,128.9%

2019年度比で▲18.9%
※本試算は、所得代替率が50％を割らない前提の年度で行っている。 ※本試算は簡易的に行っており、数値は概数である。

22万円

18.5万円
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2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2046年度所得代替率 51.9%

18.4万円

25.3万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2046年度所得代替率 51.6%

18.1万円

24.0万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2047年度所得代替率 50.8%

17.9万円

21.5万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2044年度所得代替率 50.0%

17.9万円

20.7万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2043年度所得代替率 50.0%

17.9万円

19.6万円2046年(物価で割引)

2046年(賃金で割引)

2043年度所得代替率 50.0%

減

増

増

増

減

減

出所：厚生労働省財政検証資料を基に山井事務所にて作成
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出所：社会保障審議会年金部会（2018年11月2日）厚生労働省提出資料
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年金受給額別の高在老の適用状況

年金収入ゼロ 年金収入ゼロ

年金額１０万円 年金額１０万円

年金額１５万円

年金額１５万円

グラフが右上方
（高収入）にシフト

（96）

現在の
高在老基準額
４７万円

オプション試算
で示された

高在老基準額
６２万円

※括弧内は、基礎年金部分６万円を想定し加算した額
出所：厚生労働省社会保障審議会年金部会資料を基に山井事務所作成
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出所：2019年10月11日衆議院予算委員会 小川淳也委員配付資料
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